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研究成果の概要（和文）：全国の老朽化した公共施設の更新や公共サービスの拠点づくりを推進するため、公共
施設に必要な機能や用途を的確に把握し、長期的な時間軸から見た施設整備計画が求められている。そこで本研
究では、自治体・住民・議会が共施設の維持管理情報を共有し将来的に必要な施設管理体制を実現する自治体・
公共施設の協働的ダウンサイジングを実現する手法を開発した。その結果、ダウンサイジング手法については方
向性及び成果を確認するとともに、その手法を支える情報システムに必要な構成要素と準備態勢を確立した。ま
た住民ワークショップなどを通して実現に結び付ける仕組みなどについても可能性を確認した。

研究成果の概要（英文）：In order to promote the renewal of old aged public facilities and the 
creation of public service centers throughout the country, it is necessary to accurately grasp the 
functions and applications required for public facilities, and to have a facility development plan 
viewed from long-term. Therefore, in this research, we developed a method to realize collaborative 
downsizing method of public facilities that local governments, residents and parliaments share 
maintenance information of facilities that realize necessary facility management system in the 
future. As a result, we confirmed the direction and outcome of the downsizing method, and 
established the necessary components and preparation stance for the information system supporting 
the method. We also confirmed the possibility of establishing a mechanism to link to realization 
through residents' workshop etc.

研究分野： 建築社会システム
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
現在、多くの自治体（地方公共団体）では、

高度成長期の人口急増期に建設した膨大な数
の庁舎や小中学校等、公民館、図書館など自
治体が保有する公共施設等の老朽化が一斉に
進行し、その対策が中長期の財政運営に制約
を与える大きな課題となっている。  
この様な事実関係と問題認識の下、平成 25 

年 11 月 29 日は国交省で「インフラ長寿命
化基本計画」が、本年 4 月 22 日には総務省
から地方公共団体向けに「公共施設等総合管
理計画の策定要請」が通達され、全国の自治
体は否応なしに、保有資産の洗い出しと、そ
の将来的な有り様について、意思決定を求め
られる事になった。しかし、この「要請」は従
来の施設整備の概念を基本的に引き継いだも
のであり、「自治体が施設を保有し続ける」と
いう暗黙の前提の下で単に施設の統廃合・長
寿命化が求められているにすぎず、残念なが
ら変貌を遂げる日本の社会経済システムへの
対応を具体的に示すものに至っていない。 
この現状を解決する最大の要点は、公共施

設のダウンサイジングを、納税者である住民
と公共施設整備を協働できるかにかかってい
ると考えられる。個々の住民は、公共施設の
利用者であるのと同時に整備資金を税金で負
担してきた実質的な所有者である。つまり公
共施設は本来、所有者である住民自身が責任
を持って管理すべき資産であり、自治体は施
設管理を委託されている管理者にすぎない。
そのため自治体は施設情報を住民に全て公開
するのが当然であり、管理情報を所有者に報
告できない体制を放置している状況にあるが
民間であれば責任を問われるだろう。 
一方で自治体においては、市民サービスの

多様化や職員減少傾向に伴う業務過多など、
施設管理に能動的かつ積極的に取組むための
人的リソース不足も大きな課題となっている。
特に自治体の大半を占める人口 20 万人以下
の自治体では、建築、土木、電気等の技術系職
員がいない場合が多い。また財政的にも余裕
がない自治体が大多数を占めるにも関わらず、
これらの課題解決に向けた根本的な解決策を
打ち出した自治体はほぼ見当たらない。  

 
２．研究の目的 
本研究では、公共施設における協働的ダウ

ンサイジングを実現する一連の手法を確立す
るため、施設管理の情報公開による官民問わ
ず関係者全員が施設管理に関わることが可能
な仕組みに加え、財務情報と連動した効率的
な施設管理とリスク回避の実現を目指した施
設整備の計画策定まで繋げることを前提とし
た＜オープン型施設管理システム＞の構築と
活用による新しい公共施設管理の手法を検討
する。この＜オープン型施設管理システム＞
の構築とその活用による施設整備手法を通し
て、あらゆる世代の自治体職員、住民、議会が
自治体の進むべき方向について活発なコミュ
ニケーションをとり、公共施設自体のダウン

サイジングばかりでなく、住民の協働による
管理運用などによる財政面のダウンサイジン
グと共創社会が生まれるだろう。 
 
３．研究の方法 
[平成 27 年度]  
①施設管理に必要な情報・施設管理 DB の要
件の整理  

  施設整備の基準となる各公共施設評価を適
切かつ簡易に実現させるため、施設評価に最
低限必要な情報を収集方法・継続的な視点か
ら施設整備に不可欠な施設・財務情報を明確
にし、それらの情報を集約する管理データベ
ース（DB）の構築を行う。  
②協力自治体との調整・情報収集準備  
  本研究開発を進めるためには、自治体の各
部署の連携と協力が不可欠である。そこで、
ワークショップ（WS）を始めとした協力自治
体（現時点で八尾市、犬山市、長崎市などが候
補）における実証実験を円滑に進めるため、
事前に庁内調整を行う。また施設・財務情報
の状況の把握と情報形式・情報量・情報担当
などについても事前調査を行い、可能であれ
ば収集を開始する。  
③施設管理 DB・公開情報実装  
施設管理に関する DB 構築を行う。施設情報

に関しては、施設のストック情報とフロー情
報と大きく 2 つに分類できる。ストック情報
とは、施設・棟毎の名称・住所・建設年などで
ある。両者ともその管理等は基本的に各担当
部署に任せられ、一元化されていない場合が
多い。そこで、情報システムに入力する際、施
設・建物別の固有名称を必ず登録する仕組み
を導入する。  
④協力自治体における施設・財務情報の収集  
施設管理 DB に実データを実装するため、協

力自治体の協力のもと収集ツールを活用し施
設・財務情報を施設管理 DB に落とし込む。ま
た必要情報が不足している場合、自治体職員
と共に調査・収集を行う。  
[平成 28 年度]  
⑤自治体・住民の協働を促す仕組みの検討  
  施設・財務情報の公開が実現しても、自治
体と住民の協働を促すことができなければ、
その意味は半減してしまう。そこで特に住民
が積極的に施設情報を活用・提供する従来の
仕組みについて分析を行い、協創的な協働体
制の仕組みを構築する準備を行う。  
⑥追加協力自治体・住民の探求と WS の準備  
  万が一必要情報が収集できない場合や協力
が得られない場合、同様の協力体制が確保で
きる自治体を調査・選定する。また次年度の 
WS に向け、協力自治体の住民代表の調査・選
定と準備を進める。 
⑦実データによる施設管理 DB・収集ツールの
検証  

  協力自治体から収集された実データを用い
て、収集ツールの検証及び施設管理 DB の入
出力形式などを検討し、施設整備計画に円滑
に移行できる施設管理 DB を構築する。  



⑧施設管理 DB の利用・活用を促す 4 ツー
ルの開発  
本研究開発では、施設管理 DB の有効活用

と積極的な活用を支援・推進する情報システ
ムの構築ため＜入力ツール＞＜管理ツール＞
＜評価ツール＞＜出力ツール＞の4 ツールを
開発する。 
[平成 29 年度]  
⑨円滑なダウンサイジング手法の検証  
  情報システムからの出力を前提に、具体的
な施設整備手法の検証、そして自治体・施設
規模のダウンサイジングを実現可能な施設整
備手順を検証する。またモデルエリアを選定
し、具体的な施設整備案を一連の手順と共に
自治体に提案し、実現に向けた調整を行う。  
⑩自治体・住民と施設情報活用 WS の実施  
  施設管理 DB、各種ツール、そして情報シス
テムの利用方法について、開発段階に合わせ
て自治体・住民との WS を開催し、それらの
有効性や活用方法を確認する実証実験を設け
ると共に、そこで得た反応をフィードバック
する。  
⑪総合管理計画のひな形・システム活用の事
例提示  

  自治体職員や住民の反応、そして法定点検
などで求められている報告項目・中長期保全
計画などの書式など施設・財務情報の出力と
その活用方法について方向性を取り纏める。  
⑫施設管理 DB・各種ツールのシステム統合  
自治体と住民が協働で有効な施設整備の実

施を強力にサポートする情報システムを構築
する。自治体は点検作業や住民説明に費やし
ていた負担の一部を施設整備の実施作業など
に移すことが可能となり、住民は公共施設の
快適性･利便性を確保するため、不具合を随時
確認し自治体に報告するインセンティブが生
じるため、自治体の業務負担の削減と公共サ
ービスの質は向上する。  
⑬実データを用いた分析・出力の確認・検証  
  情報システムで分析を行った情報は、全て 
WEB 上に公開することを前提にするため、そ
の分析・出力方法は簡潔かつ視覚的なものが
必要となる。また協力自治体の実データを用
いた分析・出力結果を他自治体でも検証する
ことで、1 自治体では顕在化しなかった問題
点や改善点をシステムに反映させる。 
４．研究成果 
[平成 27 年度] 
①施設管理に必要な情報・施設管理 DB の要
件の整理  

 公共施設等総合管理計画などの整備計画を
整備に繋げるために、簡易的な施設評価が行
える情報の整理を行った。また公開情報を用
いた財務評価についても検証を行った。また
土木インフラの分野では、千葉市の「ちばレ
ポ」など、情報通信技術を使って不具合を住
民が自治体にレポート・課題共有するシステ
ムが既に存在する。そこで劣化報告システム
を検討する過程で、劣化診断が可能となる最
低限かつ簡易な情報の整理を行った。 

②協力自治体との調整・情報収集準備  
 当初予定していた 3 市のうち 2 市では協力
が得られなかった。そこで追加で複数の自治
体に協力を依頼するとともに総合管理計画の
策定の協力を行うことで、施設評価の項目の
検証を行った。 
③施設管理 DB・公開情報実装  
 施設評価手法の検証を行う情報収集を基に
施設管理 DB はエクセル上で構築した。また劣
化報告システムにおいても収集データによる
施設管理 DB をクラウド上に構築した。 
④協力自治体における施設・財務情報の収集 
 ③同様に施設情報の収集を行ったが、全て
の項目を収集するのは困難であり、必要項目
が集められない協力自治体も存在した。そこ
で調査項目を自由に設定できる劣化報告シス
テムを活用し最低限の項目を収集する手法を
確立した。なお会津若松市では小学生ら 60 名
程度の住民ワークショップを行い、各世代の
公共施設に対する意識や意見を収集した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1会津若松市における住民ワークショップ 
 
[平成 28 年度] 
⑤自治体・住民の協働を促す仕組みの検討  
自治体からの一方的な情報提供ではなく、

住民が日常的に活用できるための指標や評価
等として何が必要か検討した結果、施設カル
テとして公開するために出力情報の整理を行
い、ワークショップ等で住民に示す資料作成
を作成した。また前橋市においては、前橋工
科大学の学生や地元中学生とともに劣化報告
システムを用いた劣化診断 WS を行うことで、
公共施設管理における若い世代の参加や協働
体制を促す仕組みの検証を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
図 2中学生との劣化報告ワークショップ 
のとりまとめ（一部・中学校で実施） 
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⑥追加協力自治体・住民の探求と WS の準備 
平成 29 年度に市民 WS を実施する準備とし

て、早稲田大学や長崎大学らとの施設整備 WS
を開催し、複数自治体において対象地域の選
定から説明資料まで必要な情報の整理・検証
した。なおいくつかの自治体では、住民 WS の
前に職員 WS を開催することで、自治体職員に
も公共施設マネジメントやワークショップの
有用性を認識してもらう必要があることが判
明した。なお長野市では住民ワークショップ
を行い、今後の具体的な整備に繋がる複数案
の整理手法や自主的な住民活動に繋がること
を確認した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3長野市における住民ワークショップ 
 

⑦実データによる施設管理 DB・収集ツールの
検証  
従来から研究を行ってきた公共施設の評価

手法や中長期保全計画の作成手法がほぼ確立
したため、エクセルベースではあるが複数の
自治体で公共施設 DB を構築し、さらに劣化報
告を中長期保全計画の計画策定に活用する一
連の作業について検証を行うことで、収集ツ
ールの再構築と策定手法を確立した。 
⑧施設管理 DB の利用・活用を促す 4 ツー
ルの開発 
現在活用されている簡易点検表や現存率調

査表を基に、営繕担当職員だけでなく事務職
員や住民でも公共施設管理に参加・報告でき
るよう、ASP による簡易的な＜入力ツール＞
＜管理ツール＞＜評価ツール＞＜出力ツール
＞を構築した。なお＜入力ツール＞について
は他ツールと切り離し、現場でもインターネ
ットを介して入力・収集可能な情報収集シス
テムとして、前橋での WS や様々なアンケート
において活用・検証を行った。 
 [平成 29 年度] 
⑨円滑なダウンサイジング手法の検証  
 ダウンサイジングを実現するためには削減
目標だけでなく、様々な視点からの根拠を提
示すること、そしてダウンサイジング後の施
設整備の姿を見せ公共サービスとしての質の
向上を示し住民らの理解を得る必要がある。
そこで根拠については情報システムを活用し
必要な情報を公開すること、そして整備計画
策定の手順については対象施設の選定から考
慮すべき範囲・手順を示した。また併せて自
治体職員向けに研修やワークショップを開催
することで理解が深まることを確認した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4業務フローと各作業の関係 
 
⑩自治体・住民と施設情報活用 WS の実施  
 住民ワークショップを長崎市で実施し、具
体的な整備手法やダウンサイジング手法の検
証を行った。長崎市とは以前から施設整備計
画や中長期保全計画の支援を行っており、シ
ンポジウムや職員ワークショップなど住民と
の協同作業の準備を行ってきた。またワーク
ショップの進め方について住民主導型・行政
主導型・地域連携型に分類し、行政・住民・研
究室・民間団体等の役割を明確にした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5ワークショップにおける関係者の役割 

  （前橋市/住民主導型の場合） 
 
⑪総合管理計画のひな形・システム活用の事
例提示   
 総合管理計画に求められる情報は、大きく
自治体全体の方向性、地域における公共施設
の立ち位置、建物の財務・品質・供給面からの
情報提供・簡易評価に整理できる。住民ワー
クショップや職員研修では、これらの情報を
とりまとめて提示することで、地域をよく知
る住民や自治体職員でも新たな発見があるこ
と、情報を比較検討することで進むべき方向
性が明確になることを確認した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6情報システムと作業・出力の関係 



評価項目 データの内容 項目 方法 重み付け 使用データ 備考 A B C D X

竣工年

(1)(代表)建物建築年度
（西暦)（☆)BA列リンク(自
動ﾘﾝｸ（代施）)(3)自動ﾘﾝｸ
（代施）

－

大規模改修年 －
大規模改修に当たる工事
はないことから未入力

耐震性能(新耐震/旧耐
震)

(1)(代表)建物耐震補強
（選択）（☆)(3)自動ﾘﾝｸ
（代施）

不要は「新耐震」、それ以
外は「旧耐震」に変換

新耐震または旧耐震 旧耐震 旧耐震 旧耐震 旧耐震

耐震改修の有無
(1)(代表)建物耐震補強
（選択）（☆)(3)自動ﾘﾝｸ
（代施）

一部実施は「未実施」、実
施済みは「済」に変換

不要・済 一部実施 未実施 要診断

要注意（診断は不要だ
が、旧耐震の小規模施
設）
※公衆トイレ、倉庫、屯所
など

12条点検評価 －
12条点検の必要性はす
べて無しとした

問題なし、または対応済
み

指摘事項有(対応予定有)
既存不適格有(対応予定
有)、または指摘事項あり
(対応予定無)

既存不適格有(対応予定
無)

未実施

簡易診断評価
★新規★劣化診断結果
（躯体）

－
目立った破損・外傷はな
い

微細な破損・外傷は存在
するが、事故(タイルの落
下等)に結び付く可能性は
少ない

大規模な改修等は行って
いないため、破損・外傷が
目立つ

事故発生の可能性が高
く、早急な対応が必要で
ある

確認できない箇所が多
い、または未実施

消防点検評価 － 簡易診断を採用
適切な管理・交換が行わ
れているため、正常に作
動すると考えられる

一部の設備は古くなって
いるが、作動には問題な
いと考えられる

動作確認はしているもの
の、老朽化などが進み設
備の更新・交換が望まれ
る

正常に動作しない可能性
が高い

消防点検を行っていな
い、または記録が残って
いない

簡易診断評価 ★新規★消防点検
ＡとＢの評価を揃え、Ｅは
「Ｘ」に変換した

適切な管理・交換が行わ
れているため、正常に作
動すると考えられる

一部の設備は古くなって
いるが、作動には問題な
いと考えられる

動作確認はしているもの
の、老朽化などが進み設
備の更新・交換が望まれ
る

正常に動作しない可能性
が高い

消防点検を行っていな
い、または記録が残って
いない

支出合計

(1)支出）小計①(現金収
支を
伴うもの)(円)※左記各項
目自動集計(ｺｽﾄ試算基数
②)各施設値自動集計

「年間職員給与」
「年間臨時職員賃金」
を別途計算（指定管理料
との比較対象）

収入合計
(現金収支を伴うもの)(円)
※左記各項目自動集計
各施設値自動集計

－

修繕費
(1)年間需用費のうち修繕
費(円)各施設値自動集計

空欄は0円とした※平均値
は別途計算

工事費等※大規模除く
(1)年間工事費のうち補修
工事請負費(円)各施設値
自動集計

空欄は0円とした※平均値
は別途計算

500mメッシュ人口密度 国土数値情報利用 GISで別途確認 自治体内1/4上位 自治体内2/4上位 自治体内3/4上位 自治体内4/4上位 人口0

区域 国土数値情報利用 未入力 ＤＩＤ地区 市街化区域 市街化調整区域 市街化区域外 人口0

浸水評価 国土数値情報利用 GISで別途確認 区域外 浸水50㎝未満 浸水1m未満 浸水1ｍ以上 －

土砂災害評価 国土数値情報利用 GISで別途確認 危険区域外 区域外200ｍ内 区域外100ｍ内 危険区域 －

12条点検評価 － 簡易診断を採用
問題なし、または対応済
み

指摘事項有(対応予定有)
既存不適格有(対応予定
有)、または指摘事項あり
(対応予定無)

既存不適格有(対応予定
無)

未実施

簡易診断評価
★新規★劣化診断結果
（設備）

－ •目立った不具合はない
微細な不具合は存在する
が、故障や事故に結び付
く可能性は少ない

大規模な改修等は行って
いないため、不具合が目
立つ

不具合が頻繁に起こって
いるため、早急な対応が
必要である

確認できない設備が多い

環境評価 －
その他（ＵＤ対応率）を採
用

バリアフリー評価 ★新規★ＵＤ対応率
E評価と空欄を「X」として
評価

Ａ(76％～100％) Ｂ（51％～75％） Ｃ（26％～50％） Ｄ（0％～25％） Ｅ（該当なし）

年間延利用者数
(2)施設利用(e)施設利用
数(ｺｽﾄ試算母数ⅲ)各施
設値自動集計

－
用途分類「利用」ごとの
「㎡／人」平均×80%以上
120%以下

用途分類「利用」ごとの
「㎡／人」平均×60%以上
80%未満、120%より大きく
140%以下

用途分類「利用」ごとの
「㎡／人」平均×40%以上
60%未満、140%より大きく
160%以下

用途分類「利用」ごとの
「㎡／人」平均×40%未
満、または平均×160%以
上

情報なし、または評価対
象外

想定人数（定員） － データ無
(延利用人数/365)が想定
人数×80%以上120%以下

延利用人数が想定人数
×60%以上80%未満、
120%より大きく140%以下

延利用人数が想定人数
×40%以上60%未満、
140%より大きく160%以下

延利用人数が想定人数
×40%未満、または平均
×160%以上

情報なし、または評価対
象外

年間開館日数
(g)年間実稼動等日数(再
掲)GZ列リンク各施設値自
動集計

－

稼働時間（日）
(3)(g)年間実稼動等日数
(再掲)GZ列
リンク各施設値自動集計

「稼働率×24」を入力

施設評価※建物の面積で重み付け※青字は入力規制(その他は数値もしくはA～Dを入力）

「開館日数/365」*「稼働
時間/24」が75％以上

「開館日数/365」*「稼働
時間/24」が25％以上

「開館日数/365」*「稼働
時間/24」が25%未満

情報なし、または評価対
象外

•情報なし、評価対象外

用途分類「利用」ごとの平
均×140%以上

用途分類「利用」ごとの平
均×80%以上120%未満

用途分類「利用」ごとの平
均×80%未満•

•情報なし、評価対象外

「開館日数/365」*「稼働
時間/24」が50％以上

•用途分類「利用」ごとの平
均×140%以上

0.2以上 0.2未満 情報なし0.45以上

12条点検を優先

消防点検を優先

どちらか低い方※データ
がある方を優先

(支出合計+直接人件費－
収入合計)/延床面積※計
算時にストック費除く

(修繕費＋その他費用)/
延床面積

どちらか低い方

どちらか低い方

12条点検を優先

どちらか低い方

「開館日数/365」*「稼働
時間/24」

用途分類「利用」ごとの平
均×80%未満

•用途分類「利用」ごとの平
均×120%以上140%未満

•用途分類「利用」ごとの平
均×120%以上140%未満

用途分類「利用」ごとの平
均×80%以上120%未満

3

3

1

3

1

0.35以上
「竣工年」、「大規模改修
年」が必要になります。

「耐震性能(診断結果・対
応状況等)」が必要となり

ます。

建物性能

耐震性能

(50年-(経年または大規
模改修年からの経年

※))/100

組み合わせ（新旧判断は
竣工年（1981年）で判断

する場合あり）

1

3

建物法定・劣化

消防

運用費

「12条点検結果(建物)」、
「劣化診断結果(建物)」が

必要になります。

「消防点検結果」が必要
になります。

「支出合計」「収入合計」
が必要になります。

「補修費」、「延床面積」が
必要になります。

立地

整備費

設備法定・劣化

機能性

利用率

稼働率

「500mメッシュ人口密
度」、「所在地情報」が必

要になります。

「ハザードマップ情報(浸
水・土砂・火山、等)」、「所
在地情報」が必要になり

ます。

「12条点検結果(設備)」、
「劣化診断結果(設備)」が

必要になります。

「バリアフリー」などの調査
結果が必要になります。

「利用者数」、「延床面積」
が必要になります。

「開館日数」、「稼働時間」
が必要になります。

ハザードマップ

3

1

3

1

1

⑫施設管理 DB・各種ツールのシステム統合  
自治体における運用や情報の一元化などへ

の対応が遅れたため、施設管理 DBの項目につ
いては整理できたが、情報の統合や施設管理
の実務に活用できるシステムは構築できてい
ない。今後の継続的な改修が必要である。ま
た公開情報実装についても同様に、自治体の
了解やセキュリティの課題を解決しなければ
実装できないことが判明した。 
なお施設評価については、公共施設等総合

管理計画や個別施設計画策定時に不可欠であ
ることから、単に物理的な劣化診断以外の情
報収集を民間企業や資格者が活用できる情報
収集ツールが求められる。そのためには既存
の機能に加え、点検箇所が特定出来るように
事前に図面読み込み点検箇所を入力する機能
を追加した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 7施設評価の項目整理・評価方法 
 

⑬実データを用いた分析・出力の確認・検証 
 情報システムでの出力のうち、施設の概要
一覧「施設カルテ」については、自治体職員だ
けでなく住民や議会・自治体幹部らにもわか
りやすい資料とするために、写真や地図の提
示、施設の利用や所管のアイコン化、建物概
要の一覧、財務・品質・供給面の明確化など、
単に閲覧するだけでなく施設整備計画や再配
置計画での活用を前提に情報の整理を行った。
また施設カルテはそのまま印刷して現場視察
に持っていけるように、A4・2 枚で可視化でき
るよう意識して作成した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8施設カルテの書式(検討中・会津若松市) 

 以上の結果から、公共施設における協働的
ダウンサイジング手法については、ある一定
の方向性及び成果を確認することができた。
その手法を支える＜オープン型施設管理シス
テム＞の構築については当初の予定通りには
いかなかったが、情報システムに求められる
項目、収集ツール、出力方法など、構成要素と
準備体制は確立することができた。また住民
ワークショップや職員研修などを通してシス
テムの活用方法や実現に結び付ける仕組みな
どについても可能性を確認した。 
最後に、本研究の成果及び課題については、

JST/RISTEX 戦略的創造研究推進事業（社会技
術研究開発）「持続可能な多世代共創社会のデ
ザイン」研究開発領域平成 28 年度採用研究開
発プロジェクト「地域を持続可能にする公共
資産経営の支援体制の構築」（研究代表：堤洋
樹）において、さらなる普及と社会実装を目
指し継続的に検証を行う。 
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